






 

 

＜2013 年における検討の従来モデル＞ 

2013 年における検討の従来モデルでは、痕跡を認めにくい地震は考慮されていない。 

 

＜全国地震動予測地図 2010 年版のモデル＞ 

2010 年版のモデルでは、痕跡を認めにくい地震は考慮されていない。 

 

 

 5.3.2 長期評価された地震のうち繰り返し発生する地震 

2014 年版のモデルにおいて、長期評価された地震のうち繰り返し発生する地震としてモ

デル化するのは、以下の日本海東縁部の地震である。 

・ 北海道北西沖の地震 

・ 北海道西方沖の地震 

・ 北海道南西沖の地震 

・ 青森県西方沖の地震 

・ 秋田県沖の地震 

・ 山形県沖の地震 

・ 新潟県北部沖の地震 

・ 佐渡島北方沖の地震 

これらの地震の地震活動モデルの諸元を表 5.3.2-1 に、断層面の位置を図 5.3.2-1 およ

び図 5.3.2-2 に示す。 

地震の発生確率は、従来は「日本海東縁部の地震活動の長期評価」（地震調査研究推進本

部地震調査委員会，2003b）に基づき BPT 分布を仮定して計算した値を用いていた。この長

期評価では、 

 ・北海道北西沖の地震（M7.8） 

 ・北海道西方沖の地震（M7.5） 【1940 年積丹半島沖】 

 ・北海道南西沖の地震（M7.8） 【1993 年北海道南西沖地震】 

 ・青森県西方沖の地震（M7.7） 【1983 年日本海中部地震】 

 ・秋田県沖の地震  （M7.5） 

 ・山形県沖の地震  （M7.7） 【1833 年庄内沖地震】 

 ・新潟県北部沖の地震（M7.5） 【1964 年新潟地震】 

 ・佐渡島北方沖の地震（M7.8） 

が評価されている（図 5.3.2-1）。 

評価対象領域は、北から北海道北西沖（図 5.3.2-1 のシ）、北海道西方沖（図 5.3.2-1 の

ス：1940 年積丹半島沖地震）、北海道南西沖（図 5.3.2-1 のセ：1993 年北海道南西沖地震）、

青森県西方沖（図 5.3.2-1 のソ：1983 年日本海中部地震）、秋田県沖（図 5.3.2-1 のタ）、
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山形県沖（図 5.3.2-1 のチ：1833 年庄内沖地震）、新潟県北部沖（図 5.3.2-1 のツ：1964

年新潟地震）、佐渡島北方沖（図 5.3.2-1 のテ）である。このうち、（ ）に地震名を示し

た北海道西方沖、北海道南西沖、青森県西方沖、山形県沖、新潟県北部沖では過去に M7.5

以上の地震が発生したことが知られているが、北海道北西沖、秋田県沖、佐渡島北方沖で

は過去に M7.5 以上の地震は知られていない。なお、これらの地震のうち、上記で【】で示

した近年大地震が発生した領域については、地震の発生確率はゼロと評価されている。 

地震発生確率は、これまで長期評価において更新過程が適用されている地震については

BPT 分布に基づいて算定してきたが、いずれも最近発生した地震である（上に【】で示した

地震）ため、発生確率はほとんどがほぼ 0%となっている。一方、日本海東縁部には近年発

生した大地震の震源も含めて多くの活断層が存在していることが知られている（例えば、

泉・他，2014）ものの、当該地域における地下構造や地震の履歴に関して十分に調査され

ているとは言えず、長期評価で対象となった地震以外の大地震の発生も否定できない。 

そのような地震を考慮するため、2014 年版のモデルでは地震発生確率を設定する際にポ

アソン過程を仮定して求められる地震発生確率を考慮した。具体的には、秋田県沖の地震

と佐渡島北方沖の地震以外の、最新活動時期が判明している 6 地震について、長期評価に

より BPT 分布を仮定して計算した地震発生確率とポアソン過程を仮定して計算した地震発

生確率の平均値を、地震発生確率として採用した。この際、平均発生間隔が幅をもって示

されている場合には、各パラメータの中央の値を用いるが、平均発生間隔が 1000 年程度以

上とされている秋田県沖、山形県沖、新潟県北部沖、については、平均発生間隔を 1,000

年と仮定して地震の発生確率を算定する。 

現在、日本海東縁部については、文部科学省の日本海地震・津波調査プロジェクト (平

成 25～32 年度）において活断層の調査が行われている。今後は、その調査結果に基づく長

期評価を反映する必要がある。本報告で採用した地震発生確率は、それまでの暫定的な設

定である。 

 震源域の場所については、過去の地震が知られている領域については、その断層モデル

を踏襲して断層面を設定する。過去に地震が知られていない領域については、北海道北西

沖は長さ 140km、幅 24km、傾斜角 45°、秋田県沖は長さ 90km、幅 24km、傾斜角 45°、佐

渡島北方沖は長さ 140km、幅 34km、傾斜角 30°、の矩形の断層面をそれぞれ上端深さ 3km

として設定する。いずれも傾斜の方向については東傾斜、西傾斜が等確率で発生すると仮

定する。なお、北海道北西沖、佐渡島北方沖については平面的に領域内でどこでも起こり

得るとしてそれぞれ 3 つの断層を置き、そのいずれかで等確率で地震が発生すると仮定す

る。 

以下、各地震の活動モデルの諸元について示す。 
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図 5.3.2-1 海溝型地震のうち日本海東縁部で発生する地震の評価対象領域 

と過去に発生した地震の断層面 

シ 

ス 

セ 

ソ 

タ 

テ 

チ 

ツ 

シ：北海道北西沖 

ス：北海道西方沖 

セ：北海道南西沖 

ソ：青森県西方沖 

タ：秋田県沖 

チ：山形県沖 

ツ：新潟県北部沖 

テ：佐渡島北方沖 

 

過去の地震の断層面 

・領域ス：1940 年積丹半島沖地震 

・領域セ：1993 年北海道南西沖地震 

・領域ソ：1983 年日本海中部地震 

・領域チ：1833 年庄内沖地震 

・領域ツ：1964 年新潟地震 
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（１）北海道北西沖の地震 

地震活動モデルの諸元を表 5.3.2-1 に、断層面の位置を図 5.3.2-2 に示す。震源域の位

置について、「日本海東縁部の地震活動の長期評価」（地震調査研究推進本部地震調査委員

会, 2003b）において「領域内でどこでも発生する可能性がある」とされているが、ここで

は領域内に長さ 140km、幅 24km、傾斜角 45°、上端深さ 3km の矩形の断層面を南北に 3 列

並べて（それぞれ東傾斜あるいは西傾斜）、そのいずれかで等確率（1/6）で地震が発生す

ると仮定した。 

表 5.3.2-1 北海道北西沖の地震の諸元 

 長期評価 
設定モデル 

BPT 分布 ポアソン過程 

30 年発生確率 0.006%～0.1% 0.046% 0.77% 

50 年発生確率 0.01%～0.2% 0.082% 1.3% 

マグニチュード M7.8 程度 Mw7.8 

震源域 想定震源域の位置を図示 

領域内に長さ 140km、 

幅 24km の矩形の断層面 

（45°東あるいは西傾斜） 

を南北に 3列並べて、 

そのいずれかで等確率で 

地震が発生すると仮定 

（注）地震発生確率は 2014 年 1 月からの値。設定モデルの確率計算では、平

均発生間隔=3900 年、最新発生時期＝2100 年前、BPT 分布のばらつき

α=0.21（0.17～0.24 の中央値）を仮定した。また Mw=Mj と仮定した。 

 

 

図 5.3.2-2 北海道北西沖の地震の断層面 
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（２）北海道西方沖の地震 

地震活動モデルの諸元を表 5.3.2-2 に示す。断層面の諸元については、1940 年積丹半島

沖地震の断層モデル（Satake (1986)）を踏襲した（図 5.3.2-1）。 

 

 

表 5.3.2-2 北海道西方沖の地震の諸元 

 長期評価 
設定モデル 

BPT 分布 ポアソン過程 

30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 1.1% 

50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 1.9% 

マグニチュード M7.5 前後 Mw7.5 

震源域 

1940 年積丹半島沖地

震 

の断層面 

1940 年積丹半島沖地震 

の断層面 

（注）地震発生確率は 2014 年 1 月からの値。設定モデルの確率計算では、平

均発生間隔=2650 年（1400～3900 年の中央値）、最新活動時期=73.4 年前

（2014 年 1月時点）、ばらつきα=0.21（0.17～0.24 の中央値）を仮定

した。Mw=Mj と仮定した。 

 

 

（３）北海道南西沖の地震 

地震活動モデルの諸元を表 5.3.2-3 に示す。断層面の諸元については、1993 年北海道南

西沖地震の断層モデル（Tanioka et al. (1995)）を踏襲した（図 5.3.2-1）。 

 

 

表 5.3.2-3 北海道南西沖の地震の諸元 

 長期評価 
設定モデル 

BPT 分布 ポアソン過程 

30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 3.1% 

50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 5.1% 

マグニチュード M7.8 前後 Mw7.8 

震源域 
1993年北海道南西沖地震 

の断層面 

1993 年北海道南西沖地震 

の断層面 

（注）地震発生確率は 2014 年 1 月からの値。設定モデルの確率計算では、平

均発生間隔=950 年（500～1400 年の中央値）、最新発生時期＝20.5 年前

（2014 年 1月時点）、ばらつきα=0.21（0.17～0.24 の中央値）を仮定

した。Mw=Mj と仮定した。 
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（４）青森県西方沖の地震 

地震活動モデルの諸元を表 5.3.2-4 に示す。断層面の諸元については、1983 年日本海中

部地震の断層モデル（本震は Sato (1985)を、余震は阿部 (1987)）を踏襲した（図 5.3.2-1）。 

 

 

表 5.3.2-4 青森県西方沖の地震の諸元 

 長期評価 
設定モデル 

BPT 分布 ポアソン過程 

30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 3.1% 

50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 5.1% 

マグニチュード M7.7 前後 Mw7.7 

震源域 
1983 年日本海中部地震 

の断層面 

1983 年日本海中部地震 

の断層面 

（注）地震発生確率は 2014 年 1 月からの値。設定モデルの確率計算では、平

均発生間隔=950 年（500～1400 年の中央値）、最新発生時期＝30.6 年前

（2014 年 1月時点）、ばらつきα=0.21（0.17～0.24 の中央値）を仮定

した。Mw=Mj と仮定した。 
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（５）秋田県沖の地震 

地震活動モデルの諸元を表 5.3.2-5 に、断層面の位置を図 5.3.2-3 に示す。震源域の位

置について、ここでは領域内に長さ 90km、幅 24km、傾斜角 45°、上端深さ 3km の矩形の断

層面（東傾斜あるいは西傾斜）を置いて、そのいずれかで等確率（1/2）で地震が発生する

と仮定した。 

 

 

表 5.3.2-5 秋田県沖の地震の諸元 

 長期評価 設定モデル 

30 年発生確率 3%程度以下 3.0% 

50 年発生確率 5%程度以下 4.9% 

マグニチュード M7.5 程度 Mw7.5 

震源域 想定震源域の位置を図示 

領域内に長さ 90km、 

幅 24km の矩形の断層面 

（45°東あるいは西傾斜） 

のいずれかで等確率で 

地震が発生すると仮定 

（注）設定モデルの確率計算では、平均発生間隔 1000 年（長期評価では 1000

年程度以上）のポアソン過程を仮定した。また Mw=Mj と仮定した。 

 

 

 

図 5.3.2-3 秋田県沖の地震の断層面 
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（６）山形県沖の地震 

地震活動モデルの諸元を表 5.3.2-6 に示す。断層面の諸元については、1833 年庄内沖地

震の断層モデル（相田 (1989)）を踏襲した（図 5.3.2-1）。 

 

 

表 5.3.2-6 山形県沖の地震の諸元 

 長期評価 
設定モデル 

BPT 分布 ポアソン過程 

30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 3.0% 

50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 4.9% 

マグニチュード M7.7 前後 Mw7.7 

震源域 
1833 年庄内沖地震 

の断層面 

1833 年庄内沖地震 

の断層面 

（注）地震発生確率は 2014 年 1 月からの値。設定モデルの確率計算では、平

均発生間隔=1000 年（長期評価では 1000 年程度以上）、最新発生時期

=180.1 年前（2014 年 1月時点）、ばらつき α=0.21（0.17～0.24 の中央

値）を仮定した。Mw=Mj と仮定した。 

 

 

（７）新潟県北部沖の地震 

地震活動モデルの諸元を表 5.3.2-7 に示す。断層面の諸元については、1964 年新潟地震

の断層モデル（Abe (1975)）を踏襲した（図 5.3.2-1）。 

 

 

表 5.3.2-7 新潟県北部沖の地震の諸元 

 長期評価 設定モデル 

  BPT 分布 ポアソン過程 

30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 3.0% 

50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 4.9% 

マグニチュード M7.5 前後 Mw7.5 

震源域 
1964 年新潟地震 

の断層面 

1964 年新潟地震 

の断層面 

（注）地震発生確率は 2013 年 1 月からの値。設定モデルの確率計算では、平

均発生間隔=1000 年（長期評価では 1000 年程度以上）、最新発生時期

=49.5 年前（2014 年 1 月時点）、ばらつき α=0.21（0.17～0.24）の中央

値を仮定した。Mw=Mj と仮定した。 
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（８）佐渡島北方沖の地震 

地震活動モデルの諸元を表 5.3.2-8 に、断層面の位置を図 5.3.2-4 に示す。震源域の位

置について、「領域内でどこでも発生する可能性がある」とされているが、ここでは領域内

に長さ 140km、幅 34km、傾斜角 30°、上端深さ 3km の矩形の断層面を南北に 3列並べて（そ

れぞれ東傾斜あるいは西傾斜）、そのいずれかで等確率（1/6）で地震が発生すると仮定し

た。 

 

表 5.3.2-8 佐渡島北方沖の地震の諸元 

 長期評価 設定モデル 

30 年発生確率 3～6% 3.9% 

50 年発生確率 5～10% 6.4% 

マグニチュード M7.8 程度 Mw7.8 

震源域 想定震源域の位置を図示 

領域内に長さ 140km、 

幅 34km の矩形の断層面 

（30°東あるいは西傾斜） 

を南北に 3列並べて、 

そのいずれかで等確率で 

地震が発生すると仮定 

（注）設定モデルの確率計算では、平均発生間隔 750 年（長期評価では 500～

1000 年程度）のポアソン過程を仮定した。また Mw=Mj と仮定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3.2-4 佐渡島北方沖の地震の断層面 
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 ＜2013 年における検討の従来モデル＞ 

2013年における検討の従来モデルと2014年版のモデルで異なるのは地震発生確率の設定

方法である。2013 年における検討の従来モデルでは、長期評価により示された地震発生確

率を用いており、最新活動時期が判明している 6 地震（図 5.3.2-1 参照）については、地

震発生確率が BPT 分布を仮定して求められている。 

 

＜全国地震動予測地図 2010 年版のモデル＞ 

 2010 年版のモデルは、2013 年における検討の従来モデルと同じ。 

 

 

5.3.3 震源断層をあらかじめ特定しにくい地震 

5.3.3.1 陸域で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する地震 

1) 対象とする地震 

 ここで対象とする地震は、陸側のプレート上部地殻内の地震発生層で発生する地震のう

ち、活断層が特定されていない場所で発生する浅い地震である。陸域では、主要活断層帯

やその他の活断層で発生する固有地震が別途考慮されており、これらによって規模の大き

い地震の多くは網羅されていると考えられる。ただし、これらの活断層に関連する固有地

震以外の地震はモデル化がされていないことから、震源断層があらかじめ特定しにくい地

震に含めて評価する。 

 南西諸島付近で発生する震源断層をあらかじめ特定しにくい地震は、2013 年における検

討の従来モデルでは個別にモデル化していたが、2014 年版のモデルでは、フィリピン海プ

レートの地震と陸側プレートの地震に分離して評価するため、新たに南西諸島付近の浅い

地震が含まれる。 

 なお、陸側のプレートで発生する浅い地震のうち、日本海東縁部は、震源断層をあらか

じめ特定しにくい地震として別途モデル化されるため、ここでの対象外とする。 

 

2) 地域区分 

 垣見・他（2003）による地震地体構造区分図（図 5.3.3.1-1（図 4.3.2-1 の再掲）；以降、

新垣見マップ）に基づき区分する。ただし、御前崎から四国にかけての太平洋岸のように

陸地をカバーしていない場合には、境界を修正して陸地を含むようにする。また、日本海

東縁部を含む領域については、新潟県付近の陸域と日本海東縁部とが分かれるように境界

線を追加する。2014 年版の地震活動モデルにおいても、2013 年における検討の検討モデル

で追加した南西諸島付近の浅い領域は、従来の南西諸島付近の震源断層をあらかじめ特定

しにくい地震の領域を参考に設定する。この際、南東側の境界は、九州の陸域の領域と接

続するように海溝軸よりも北東側に設定している。また、九州の陸域領域の南部を、薩摩

半島・大隅半島の南端までを含むように修正している。設定した区分を図 5.3.3.1-2 に示
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す。1)で述べたとおり、日本海東縁部は、別途評価するため、対象外である。なお、2014

年版のモデルでは、陸域の浅い震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の発生頻度を計算

する際に、従来よりも大きな領域で平均化した発生頻度も考慮することによる地震発生頻

度も考慮することとした（大領域による方法）。大領域についての詳細は、「4.3 震源断層

をあらかじめ特定しにくい地震の評価手法の概要」を参照されたい。大領域の領域区分に

ついては、現状の地域区分に基づき、 

・ 伊豆諸島以南の領域、南西諸島の領域はそれぞれ 1つの領域とする。 

・ 糸魚川－静岡構造線を境に東西に分割する。 

ことにより、合計 4つの領域を設定している。ここで、島嶼部については、地震カタログ

の質から別とし、東日本は太平洋プレート、西日本はフィリピン海プレートの沈み込みに

よる影響を勘案して糸魚川－静岡構造線を境として分割した。図 5.3.3.1-3 に「大領域」

の区分を示す（図 4.3.1-2 の再掲）。 

 

3) 地震カタログ 

 中地震カタログと小地震カタログ（最小マグニチュードは 3.0）を併用する。ただし、中

地震カタログの期間は領域によって一部変更しており、関東を含む領域と伊豆半島では、

大正関東地震の影響が少なくなった 1940 年以降の M5.0 以上の地震を用いる。また、北海

道の東部から北方四島にかけての領域では、観測網の地震検知能力が低いことを勘案し、

中地震カタログとして 1960 年以降の M5.0 以上の地震を用いる。南西諸島付近の浅い領域

についても、同じ理由から 1983 年以降の M5.0 以上の地震を用いることとし、中地震と小

地震のカタログの併用は行わない。さらに、新たに作成した「大領域」に関しては、中地

震カタログと、小地震カタログにより「地域区分する方法」で単位面積当たりの地震発生

頻度が領域内で一定になるように頻度を算定した（中地震カタログ、小地震カタログにつ

いては、「4.3.1 評価手法の概要」を参照）。 

 震源深さは 25km 以浅のもののみを用いることを原則とするが、日本海側の海域において

は震源深さの精度も勘案して 40km までの地震を対象とする。また、南西諸島付近の領域の

北西側のフィリピン海プレートの領域と重複しない部分についても、深さ 40km までの地震

を対象とする。なお、地震カタログからは、主要活断層帯の固有地震あるいは主要活断層

帯以外のその他の活断層で発生する地震に該当するものは除去する。 

 図 5.3.3.1-4 に、1926 年以降の M5.0 以上の地震の震央分布を、図 5.3.3.1-5 に 1983 年

以降の M3.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す。また、図 5.3.3.1-6 および図 5.3.3.1-7

には、地震の規模別累積発生頻度を示す。 

 

4) 最大マグニチュード 

 最大マグニチュードは、地震活動モデルの不確実性を考慮して、陸域については過去に

発生した地震のうち別途モデル化されている活断層との対応が明確でない地震の最大規模
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である Mj =7.3 を、海域については活断層の調査が不十分であり、存在は知られているも

ののモデル化されていないものが多く存在することも勘案して Mj =7.5 とそれぞれの地域

区分すべてに対して設定する。領域ごとに設定した最大マグニチュードを、図 5.3.3.1-8

および表 5.3.3.1-1 に示す。 

 

5) 断層面の設定 

 震源断層は、上部地殻内の地震発生層で一様に分布すると仮定する。断層面の形状は鉛

直な矩形断層面を想定し、その長さはマグニチュードから松田式で評価する。幅は長さと

等しい（ただし、地震発生層の厚さで頭打ち）とし、走向はランダムとする。ただし、数

値計算の際には、藤原・他（2003）での検討結果を参考に、これとほぼ等価な結果を与え

る深さ 3km の点震源とする。 

 

6) モーメントマグニチュード Mw への変換 

 モーメントマグニチュード Mw は、武村（1990）に基づき、Mjから次式で変換する。 

Mw =0.78 Mj +1.08 (5.3.3.1-1) 

 

7) 地震発生頻度の分布 

 図 5.3.3.1-9 に、陸域で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する

地震の発生頻度（0.1 度四方の領域で 1 年間に M5.0 以上の地震が発生する頻度）の分布を

示す。これは、a)中地震カタログで地域区分する方法、b)中地震カタログで地域区分しな

い方法、c)小地震カタログで地域区分する方法、d)小地震カタログで地域区分しない方法、

の 4 ケースの頻度を平均したものである。なお、上述のように、a)および c)については、

従来の地域区分に基づく頻度と、今回新たに導入した「大領域」の区分に基づく頻度を平

均したものである。震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の発生頻度の計算の詳細につ

いては、「4.3 震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の評価手法の概要」を参照のこと。 

 なお、陸側プレートの浅い震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の発生頻度について、

2013 年における検討の従来モデルと 2014 年版、2013 年における検討の検討モデルと 2014

年版の比較を、それぞれ図 5.3.3.1-10、図 5.3.3.1-11 に示す。 
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図 5.3.3.1-1 垣見・他(2003)による地震地体構造区分図（新垣見マップ） 

（図 4.3.2-1 の再掲） 
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図 5.3.3.1-2 陸域の浅い震源を特定しにくい地震の地域区分と頻度算定に用いる地震カ

タログ（図 4.3.1-1 の再掲）。特記のないものは、小地震カタログと中地震

カタログを併用。図中に赤字で示す数字は、各領域の領域番号を表す。 
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図 5.3.3.1-3 陸域の浅い震源を特定しにくい地震の「大領域」の地域区分(黒い実線) 
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図 5.3.3.1-4 1926 年以降の M≧5.0 の地震の震央分布 
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図 5.3.3.1-5 1983 年以降の M≧3.0 の地震の震央分布 
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図 5.3.3.1-6 中地震カタログに基づく地震の規模別累積発生頻度 

・×印はデータ、実線はデータに基づくｂ値 0.9 の G-R 式 

・各グラフの上に示す番号は、図 5.3.3.1-2 に示す領域番号を表す 
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図 5.3.3.1-6 中地震カタログに基づく地震の規模別累積発生頻度（つづき） 

・×印はデータ、実線はデータに基づくｂ値 0.9 の G-R 式 

・各グラフの上に示す番号は、図 5.3.3.1-2 に示す領域番号を表す  
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図 5.3.3.1-6 中地震カタログに基づく地震の規模別累積発生頻度（つづき） 

・×印はデータ、実線はデータに基づくｂ値 0.9 の G-R 式 

・各グラフの上に示す番号は、図 5.3.3.1-2 に示す領域番号を表す 
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図 5.3.3.1-7 小地震カタログに基づく地震の規模別累積発生頻度 

（各グラフの上に示す番号は、図 5.3.3.1-2 に示す領域番号を表す） 
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図 5.3.3.1-7 小地震カタログに基づく地震の規模別累積発生頻度（つづき） 

・×印はデータ、実線はデータに基づくｂ値 0.9 の G-R 式 

・各グラフの上に示す番号は、図 5.3.3.1-2 に示す領域番号を表す 

マグニチュード マグニチュード マグニチュード 

マグニチュード マグニチュード マグニチュード 

マグニチュード マグニチュード マグニチュード 

地
震
数
（
個/

年
） 

地
震
数
（
個/

年
） 

地
震
数
（
個/

年
） 

地
震
数
（
個/

年
） 

地
震
数
（
個/

年
） 

地
震
数
（
個/

年
） 

地
震
数
（
個/

年
） 

地
震
数
（
個/

年
） 

地
震
数
（
個/

年
） 

- 250 -



 

 

 

 

図 5.3.3.1-7 小地震カタログに基づく地震の規模別累積発生頻度（つづき） 

・×印はデータ、実線はデータに基づくｂ値 0.9 の G-R 式 

・各グラフの上に示す番号は、図 5.3.3.1-2 に示す領域番号を表す 
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図 5.3.3.1-8 陸域の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の最大マグニチュード 

        図中の赤文字は領域番号を表す。 
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表 5.3.3.1-1 領域ごとの最大マグニチュードとその設定根拠 

番号 最大 M 根拠 備考 

1 7.3 （最大 Mの下限値）  

2 7.3 （最大 Mの下限値）  

3 7.3 （最大 Mの下限値）  

4 7.3 （最大 Mの下限値）  

5 7.3 （最大 Mの下限値）  

6 7.3 （最大 Mの下限値）  

7 7.3 （最大 Mの下限値）  

8 7.3 （最大 Mの下限値）  

9 7.3 （最大 Mの下限値）  

10 7.3 （最大 Mの下限値）  

11 7.3 （最大 Mの下限値）  

12 7.3 （最大 Mの下限値）  

13 7.3 （最大 Mの下限値）  

14 7.3 （最大 Mの下限値）  

15 7.3 2000.10.06 鳥取県西部地震  

16 7.3 （最大 Mの下限値）  

17 7.3 （最大 Mの下限値）  

18 7.3 （最大 Mの下限値）  

19 7.3 （最大 Mの下限値）  

20 7.3 （最大 Mの下限値）  

21 7.3 （最大 Mの下限値） 1596 慶長豊後(M7.5)は活断層と対応。 

22 7.5 （海域の最大 Mの下限値）  

23 7.5 （海域の最大 Mの下限値）  

24 7.3 （最大 Mの下限値） 1930 北伊豆地震(M7.3)は活断層と対応。 

25 7.5 （海域の最大 Mの下限値）  
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図 5.3.3.1-9 陸域の浅い震源を特定しにくい地震の発生頻度 

（0.1 度四方あたり、M5.0 以上） 
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        (a) 2013 年従来モデル                    (b) 2014 年版 

 
(c) 頻度の変化（2013 年検討モデルに対する 2014 年版の増減の比率）（単位：個/年） 

（0.1 度四方あたり、M5.0 以上） 

 

図 5.3.3.1-10 陸側プレートの浅い震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の発生頻度の比較 
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(a) 2013 年検討モデル                      (b) 2014 年版 

 
(c) 頻度の変化（2013 年検討モデルに対する 2014 年版の増減の比率）（単位：個/年） 

（0.1 度四方あたり、M5.0 以上） 

 

図 5.3.3.1-11 陸側プレートの浅い震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の発生頻度の比較 
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＜2013 年における検討の従来モデル＞ 

 2013 年における検討の従来モデルは、以下の点が 2014 年版のモデルと異なる。 

・2014 年版で導入した、震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の規模別発生頻度を算定

するための「大領域を用いる方法」を用いていない。 

・震源断層をあらかじめ特定しにくい地震として考慮する最大規模は、各領域で過去に発

生した最大規模の地震の規模とすることを基本として設定。ただし、陸域で Mj=6.8、海

域で Mj=7.3 を下限値とし、これより大きな規模の大きな地震が過去に発生していない場

合は、震源断層をあらかじめ特定しにくい地震として考慮する最大規模を前述の下限値

としている。 

 

＜全国地震動予測地図 2010 年版のモデル＞ 

2014 年版で導入した、震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の規模別発生頻度を算定

するための「大領域を用いる方法」を用いていない。また、震源断層をあらかじめ特定し

にくい地震として考慮する最大規模の下限値は、陸域は Mj=6.8、海域は Mj=7.0。ただし、

日本海東縁部については Mj=7.3。 

 

 

5.3.3.2 日本海東縁部の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震 

1) 対象とする地震 

 日本海東縁部の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震は、「日本海東縁部の地震活動の

長期評価」（地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2003b）に基づいて別途考慮される M7.5

程度以上の海溝型地震以外の地震を対象としたものである。 

 

2) 地域区分 

 図 5.3.3.2-1 に、日本海東縁部の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の地域区分を

示す。同図には、陸域の浅い震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の地域区分も参考の

ために示してある。領域は、垣見・他（2003）による地震地体構造区分図（図 5.3.3.1-1）

における日本海東縁部の領域を参考に設定しているが、新垣見マップでは同領域が新潟県

の内陸部に及んでいることから、海岸線付近以北のみを対象としている。 

 

3) 地震カタログ 

 中地震と小地震（最小マグニチュードは 3.0）のカタログを併用し、震源深さは、40km

より浅い地震を抽出する。なお、関連する海溝型地震として別途考慮されているものはカ

タログから除去する。 

 図 5.3.3.2-2 に 1926 年以降の M5.0 以上の地震の震央分布を、図 5.3.3.2-3 には 1983 年

以降の M3.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す。また、図 5.3.3.2-4 には、地震の規模
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別累積発生頻度を示す。 

 

4) 最大マグニチュード 

 先に図 5.3.3.2-1 に示したとおり、最大マグニチュードは 7.5 とする。これは、5.3.3.1

で示した「陸域で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する地震」に

おける海域の最大マグニチュードの下限値に準拠している。 

 

5) 断層面の設定 

 陸域地殻内の震源断層を特定しにくい地震での扱いと同様とする。すなわち、上部地殻

内の地震発生層内に、規模に応じて大きさが変化する鉛直断層が分布すると仮定する。た

だし、数値計算の際には、これとほぼ等価な結果を与える深さが 3km の点震源とする。 

 

6) モーメントマグニチュード Mw への変換 

 モーメントマグニチュード Mw は、Mj と同じとする。この部分は、陸域地殻内の震源断層

をあらかじめ特定しにくい地震と取扱いが異なっているが、これは、日本海中部地震や北

海道南西沖地震の Mw と Mj の関係を参考に設定している。 

 

7) 想定する地震のタイプ 

 地震動の評価（距離減衰式の適用）では、地殻内地震の式を用いる。 

 

8) 地震発生頻度の分布 

 図 5.3.3.2-5 に、日本海東縁部における震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の発生

頻度（0.1 度四方の領域で 1 年間に M5.0 以上の地震が発生する頻度）の分布を示す。これ

は、a)中地震カタログで地域区分する方法、b)中地震カタログで地域区分しない方法、c)

小地震カタログで地域区分する方法、d)小地震カタログで地域区分しない方法、の 4 ケー

スの頻度を平均したものである。なお、a)および c)については、従来の地域区分に基づく

頻度と、今回新たに導入した「大領域」の区分に基づく頻度を平均したものである。 
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図 5.3.3.2-1 日本海東縁部の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の地域区分、使用す

る地震カタログ、および最大マグニチュード（点線は陸域の浅い地震の地

域区分） 

  

標準カタログを使用。震源深さ 40km 以浅の地震を対象。 

最大マグニチュードは 7.5 

（既往最大は 1792 年の 7.1 だが、海溝型地震の Mが 7.5 以上 

 であることを勘案） 
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図 5.3.3.2-2 1926 年以降の M≧5.0 の地震の震央分布図 

       （実線は陸域の浅い地震の地域区分）  
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図 5.3.3.2-3 1983 年以降の M≧3.0 の地震の震央分布図 

（実線は陸域の浅い地震の地域区分）  
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図 5.3.3.2-4 日本海東縁部の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の 

規模別累積発生頻度 

×印はデータ、実線はデータに基づくｂ値 0.9 の G-R 式。 

（上段：中地震カタログ、下段：小地震カタログ） 
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図 5.3.3.2-5 日本海東縁部の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の発生頻度 

（0.1 度四方あたり、M5.0 以上） 
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＜2013 年における検討の従来モデル＞ 

・震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の最大規模の下限値は Mj=7.3。 

 

＜全国地震動予測地図 2010 年版のモデル＞ 

・震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の最大規模の下限値は Mj=7.3。 

 

 

 

5.3.3.3 伊豆諸島以南の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震 

1) 対象とする地震 

 伊豆諸島以南の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震は、伊豆半島および相模トラフ

よりも南で発生する浅い地震であり、実際にはフィリピン海プレートの内部で発生してい

ると推定される地震である。ここには、伊豆諸島周辺の地震活動が活発な領域が含まれる。 

 関連する地震として、太平洋プレートの震源断層をあらかじめ特定しにくい地震がある

が、両者の関係は、図 5.3.3.3-1 に示すように区別して取り扱っている。 

 

2) 地域区分 

 図 5.3.3.3-2 に地域区分を示す。北側は、陸域の浅い震源断層をあらかじめ特定しにく

い地震の領域に連続している。領域の東側は、太平洋プレートの上面深さが 30km の等深線

に沿うように設定しており、西側境界は、それにほぼ並行するように引いている。伊豆半

島に近い 1の領域は、地震活動が極めて高い領域であり、他と区別している。 

 また、陸域の浅い震源断層をあらかじめ特定しにくい地震と同様に、地震活動モデルの

不確実性を考慮して、伊豆諸島以南を一つの「大領域」とする区分を導入する（図 5.3.3.1-3

参照）。 

 

3) 地震カタログ 

 北側の 2つの領域については、中地震と小地震（最小マグニチュードは 3.0）のカタログ

を併用する。ただし、中地震カタログの期間は大正関東地震の影響が少なくなった 1940 年

以降の M5.0 以上の地震を用いる。また、一番南側の領域 3では観測網の地震検知能力が低

いことを勘案し、1983 年以降の M5.0 以上の地震のみを用いることとし、中地震と小地震の

カタログの併用は行わない。震源深さは 40km 以浅のもののみを用いるが、太平洋プレート

の上面より下に位置する地震は、太平洋プレートの地震として考慮する。 

 図 5.3.3.3-3 に、1926 年以降の M5.0 以上の地震の震央分布を、図 5.3.3.3-4 には 1983

年以降の M3.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す。また、図 5.3.3.3-5 には、地震の規

模別累積発生頻度を示す。 
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4) 最大マグニチュード 

 最大マグニチュードは、地域区分された領域それぞれについて、過去に発生した地震の

最大規模を採用する。ただし、Mj =7.5 を下限値とするため、過去に Mj が 7.5 より大きな

地震が起こっていない領域は全て最大マグニチュードが 7.5 となる。領域ごとに設定した

最大マグニチュードを表 5.3.3.3-1 に示す。先に示した図 5.3.3.3-2 にも最大マグニチュ

ードを記載している。 

 

5) 断層面の設定 

 断層面の取扱いは、陸域の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震と同じとする。すな

わち、厚さ十数 km の地震発生層内に分布する位置や走向がランダムな鉛直断層を仮定する

が、数値計算においては、この条件とほぼ等価な結果を与える深さ 3km の点震源とする。 

 

6) モーメントマグニチュード Mw への変換 

 陸域の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震での扱いと同様に、モーメントマグニチ

ュード Mwは、武村(1990)に基づき、Mjから次式で変換する。 

Mw =0.78 Mj +1.08 (5.3.3.1-1 再掲) 

 

7) 想定する地震のタイプ 

 実際には、フィリピン海プレートのプレート内の地震であるが、強震動の評価（距離減

衰式の適用）に際しては、陸域地殻内の地震と同じ特性を有すると仮定する。 

 

8) 地震発生頻度の分布 

 図 5.3.3.3-6 に、伊豆諸島以南の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の発生頻度（0.1

度四方の領域で 1年間に M5.0 以上の地震が発生する頻度）の分布を示す。これは、領域の

1 と 2については、1)中地震カタログで地域区分する方法、2)中地震カタログで地域区分し

ない方法、3)小地震カタログで地域区分する方法、4)小地震カタログで地域区分しない方

法、の 4ケースの頻度を平均したもの、領域の 3については、1983 年以降の M5.0 以上の地

震データに基づく、1)地域区分する方法、2)地域区分しない方法、の 2 つのケースの頻度

を平均したものとしている。なお、1)および 3)については、従来の地域区分に基づく頻度

と、今回新たに導入した「大領域」の区分に基づく頻度を平均したものである。 
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図 5.3.3.3-1 伊豆諸島周辺以南の浅い地震の抽出領域 

 

 

  

太平洋プレートの領域 

（残りの地震） 

伊豆諸島以南の領域 

（40km 以浅の地震を抽出） 西 東 

30km 

150km 

40km 
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図 5.3.3.3-2 伊豆諸島以南の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の地域区分、 

使用する地震カタログ、および最大マグニチュード。 

  

最大 M=7.5（7.5 以上なし） 最大 M=7.5（7.5 以上なし） 

中地震カタログとして、1940

年以降の M5.0 以上の地震を

用いる（関東地震の影響の少

ない期間）。 

深さは 40km 以浅。 

地震カタログは 1983 年以降

の M5.0 以上の地震のみを使

用（観測網の地震検知能力を

勘案）。深さは 40km 以浅。 

最大 M=7.5（7.5 以上なし） 
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図 5.3.3.3-3 1926 年以降の M≧5.0 の地震の震央分布図 
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図 5.3.3.3-4 1983 年以降の M≧3.0 の地震の震央分布図 
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図 5.3.3.3-5 伊豆諸島以南の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の 

規模別累積発生頻度 

×印はデータ、実線はデータに基づくｂ値 0.9 の G-R 式。 

（上段：中地震カタログ、下段：小地震カタログ） 
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表 5.3.3.3-1 領域ごとに設定した最大マグニチュード 

番号 最大 M 根拠 備考 

1 7.5 （最大 Mの下限値） なし 

2 7.5 （最大 Mの下限値） なし 

3 7.5 （最大 Mの下限値） なし 

注：番号は、図 5.3.3.3-2 に示す領域番号 
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図 5.3.3.3-6 伊豆諸島以南の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の発生頻度 

（0.1 度四方あたり、M5.0 以上） 
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＜2013 年における検討の従来モデル＞ 

・震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の最大規模は Mj=7.0。 

 

＜全国地震動予測地図 2010 年版のモデル＞ 

2013 年における検討の従来モデルと同じ。 

 

 

5.4 南西諸島および与那国島周辺の地震 

5.4.1 与那国島周辺の地震 

 本節で対象とするのは、「日向灘および南西諸島海溝周辺の地震活動の長期評価」（地震

調査研究推進本部地震調査委員会, 2004b）で言及している地震のうち、長期評価の対象と

している与那国島周辺の地震と、与那国島周辺の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震

である。 

 従来のモデルでモデル化されていた南西諸島付近の地震については、2014 年版の地震活

動モデルでは 2013 年における検討の検討モデルと同様にフィリピン海プレートの地震と陸

側のプレートの地震とに分離してそれぞれモデル化されているため、本項では扱わない。 

 与那国島周辺の地震のモデルの諸元を表 5.4.1-1 に示す。また、設定した断層面の位置

を図 5.4.1-1 に示す。 

 

 

表 5.4.1-1 与那国島周辺の地震の諸元 

 長期評価 設定モデル 

30 年発生確率 30%程度 26% 

50 年発生確率 40%程度 39% 

マグニチュード M7.8 程度 Mw7.8 

震源域 
想定震源域の 

位置を図示 

東西走向で北下がり 45 度の傾斜角を有す

る長さ 80km×幅 80km（M7.8 相当）の矩形

の断層面（断層数 8）を、領域内に断層中

心深さが 40km となるように並べて、その

いずれかで等確率で地震が発生すると仮

定した。 

（注）設定モデルの確率計算では、平均発生間隔=100 年（100 年間に 1 回）のポアソ

ン過程を仮定した。また Mw=Mj と仮定した。 
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図 5.4.1-1 与那国島周辺の地震の断層面 

 

 

＜2013 年における検討の従来モデル＞ 

2013 年における検討の従来モデルと同じ。 

 

＜全国地震動予測地図 2010 年版のモデル＞ 

2013 年における検討の従来モデルと同じ。 

 

 

5.4.2 震源断層をあらかじめ特定しにくい地震 

1) 対象とする地震 

 南西諸島付近の地震については、「日向灘および南西諸島海溝周辺の地震活動の長期評価」

（地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2004b）において、「南西諸島周辺の浅発地震（概

ね 60km 以浅）」、「与那国島周辺の地震（概ね 100km 以浅）」、「九州から南西諸島周辺のやや

深発地震（概ね 60km 程度以深、150km 程度以浅）」に分けて評価されている。 

 従来のモデルの震源断層をあらかじめ特定しにくい地震は、上記に整合するようにモデ

ル化されており、南西諸島周辺の浅発地震と与那国島周辺の地震のうち大地震以外の地震

を「南西諸島付近の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震」としていた。2014 年版の地

震活動モデルでは、与那国島周辺を除く南西諸島周辺の地震をフィリピン海プレートの地

震と陸側プレートの浅い地震とに分離してモデル化していることから、ここでは、与那国

島周辺の地震のうち大地震以外の地震を対象とする。 
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2) 地域区分 

 「日向灘および南西諸島海溝周辺の地震活動の長期評価」（地震調査研究推進本部地震調

査委員会, 2004b）で設定されている与那国島周辺の領域に基づいて、図 5.4.2-1 のように

地域区分する。 

 

3) 地震カタログ 

 対象地域において地震の検知能力が低いことを勘案し、気象庁カタログのうち 1983 年以

降の M5.0 以上の地震のみを用いることとし、中地震と小地震のカタログの併用は行わない。

対象とする地震は、深さ 100km 以浅とする。なお、海溝型地震として別途評価されている

地震は地震カタログから除去することになるが、地震発生頻度の評価に用いる 1983 年以降

の地震の中には該当する地震は含まれていない。図 5.4.2-2 には 1983 年以降の M5.0 以上

の地震の震央分布を示す。また、図 5.4.2-3 には、規模別累積発生頻度を示す。 

 

4) 最大マグニチュード 

 与那国島周辺の地震のうち M7.5 以上のものは、長期評価に基づき海溝型地震として別途

モデル化されている。このため、震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の最大マグニチ

ュードは、M7.4 に設定する。 

 

5) 断層面の設定 

 当該地域の長期評価では、与那国島周辺の地震は深さ 100km 以浅の地震が一括して取り

扱われている。実際には、陸側プレートの内部で発生する地震、フィリピン海プレートの

上面で発生する地震、フィリピン海プレートの内部で発生する地震が混在していると考え

られるが、現時点でこれらの地震を分離することは困難であるため、与那国島周辺の地震

については断層面の中心の深さを 40km に固定する。 

 断層面は、深さ 40km を断層面の中心として、地震規模に応じた拡がりを有する円形の断

層面を仮定し、走向はこの領域における海溝軸を参考にN90E、傾斜角は北傾斜45度とする。

円形断層の面積 S(km2) は宇津・関（1955）の式の係数を丸めた 

 log S = M-4.0 (5.4.2-1) 

を満足するようにマグニチュードに応じて設定する。 

 

6) モーメントマグニチュード Mw への変換 

モーメントマグニチュード Mwは、Mj と同じとする。 

 

7) 想定する地震のタイプ 

 異なるタイプの地震が混在すると考えられるが、地震動の評価（距離減衰式の適用）に

あたっては、プレート間地震を想定する。 
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8) 地震発生頻度の分布 

 図 5.4.2-4 に、南西諸島周辺の地震の発生頻度（0.1 度四方の領域で 1 年間に M5.0 以上

の地震が発生する頻度）の分布を示す。これは、1983 年以降の M5.0 以上の地震に基づく

1)地域区分する方法と2)地域区分しない方法の2ケースの頻度を平均したものとしている。

なお、1)については、従来の地域区分に基づく頻度と、今回新たに導入した「大領域」の

区分に基づく頻度を平均したものである。 
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図 5.4.2-1 南西諸島付近の震源を特定しにくい地震の地域区分、および頻度算定に用いる

地震カタログと最大マグニチュード 
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図 5.4.2-2 南西諸島付近の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震に該当する地震の 

震央分布（1983 年以降の気象庁カタログ、M5.0 以上） 
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図 5.4.2-3 南西諸島付近の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の 

規模別累積発生頻度 
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図 5.4.2-4 南西諸島付近の震源を特定しにくい地震の発生頻度 

（0.1 度四方あたり、M5.0 以上） 
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＜補足＞ 南西諸島付近の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震について 

全国地震動予測地図 2010 年版のモデルおよび 2013 年における検討の従来モデルでは、

南西諸島付近のフィリピン海プレートのプレート内およびプレート間で起こっている地震

と陸側プレート内で起こっている地震を区別せず、ひとまとめにして扱っている。 

2014 年版のモデルでは、南西諸島付近の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震のモデ

ル化について、フィリピン海プレートの地震（5.2.3 項）と陸側プレートの地震（5.3.3 項）

に分離して評価している。 

 2014 年版のモデルで採用した新たな領域区分および各領域の最大マグニチュードは、そ

れぞれ図 5.4.2-1 および表 5.4.2-1 のとおりである。与那国島周辺の震源断層をあらかじ

め特定しにくい地震の最大マグニチュードは、2013 年における検討の従来モデルでは、過

去に発生した地震の最大値である 7.3 としていたが、与那国島周辺の地震のうち M7.5 以上

のものは、長期評価に基づき海溝型地震として別途モデル化されていることから、2014 年

版では、M7.4 とした。 

 

 

表 5.4.2-1 南西諸島付近の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震の 

領域ごとに設定した最大マグニチュード 

最大 M 根 拠 備 考 

7.3 2001.12.18 石垣島付近の

地震 

長期評価では M7.5 以上の地震が評価され

ている。 

 

 

＜2013 年における検討の従来モデル＞ 

最大マグニチュードは、過去に発生した地震の最大値である 7.3。 

 

＜全国地震動予測地図 2010 年版のモデル＞ 

2013 年における検討の従来モデルに同じ。 

 

 

5.5 これまでの地震活動モデルの変遷のまとめ 

地震調査委員会は、「2．これまでの経緯」に示すとおり、2005 年 3 月公表の「全国を概

観した地震動予測地図」以来、全国地震動予測地図 2010 年版に至るまで、確率論的地震動

予測地図を公表してきた。2011 年からは、それまでと同様の公表を見送り、東北地方太平

洋沖地震を契機に指摘された全国地震動予測地図の課題を解決するための検討を行った。 

今般、2011 年から行ってきた検討内容を踏まえ、全国地震動予測地図 2014 年版を公表す

るにあたり、これまでの地震活動モデルの変遷について、以下にこれまでの地図の作成条

件の変更履歴を表形式で整理する（表 5.5-1～表 5.5-9）。 
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表 5.5-1 2006 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点 

 

地震の分類 作成条件（2005 年版からの変更点） 

主要98断層帯 

・更新過程(BPT分布)を適用した地震発生確率の算定において、 

時間軸原点を「平成17年（2005年）1月1日」から 

「平成18年（2006年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

・平成18年3月末までに公表された「富良野断層帯の長期評価(一

部改訂)」(地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2006a)、「北

由利断層の長期評価(一部改訂)」(地震調査研究推進本部地震

調査委員会, 2006c) を反映。 

海溝型地震 

・更新過程(BPT分布)または時間予測モデルを適用した地震発生

確率の算定において、時間軸原点を「平成17年（2005年） 

1月1日」から「平成18年（2006年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

震源断層をある程度

特定できる地震 

（主要98断層帯以外

の活断層に発生する

地震） 

・変更なし 

震源断層をあらかじ

め特定しにくい地震 

・地震発生頻度分布に使用する気象庁の震源データについて、 

データの改訂及び更新（2002年末までのデータ 

→2004年末までのデータ）を反映させる。 

 

地震動の評価 

 

・変更なし 
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表 5.5-2 2007 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点 

 

地震の分類 作成条件（2006 年版からの変更点） 

主要活断層帯 

（呼称変更） 

・更新過程(BPT分布)を適用した地震発生確率の算定において、 

時間軸原点を「平成18年（2006年）1月1日」から 

「平成19年（2007年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

・平成18年12月末までに公表された「人吉盆地南縁断層の長期評

価」(地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2006b)、「櫛形

山脈断層帯の長期評価（一部改訂）」(地震調査研究推進本部

地震調査委員会, 2006d)、「境峠・神谷断層帯の長期評価（一

部改訂）」(地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2006e)、

「曽根丘陵断層帯の長期評価」(地震調査研究推進本部地震調

査委員会, 2006f)、「雲仙断層群の長期評価（一部改訂）」 (地

震調査研究推進本部地震調査委員会, 2006g)を反映。 

海溝型地震 

・更新過程(BPT分布)または時間予測モデルを適用した地震発生

確率の算定において、時間軸原点を「平成18年（2006年） 

1月1日」から「平成19年（2007年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

震源断層をある程度

特定できる地震 

（主要活断層帯以外

の活断層に発生する

地震） 

・平成18年12月末までに公表された「曽根丘陵断層帯の長期評価」

(地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2006f)、「人吉盆地

南縁断層の長期評価」(地震調査研究推進本部地震調査委員会, 

2006b)を反映し、甲府盆地南縁断層帯と人吉盆地断層帯を削

除。 

震源断層をあらかじ

め特定しにくい地震 

・地震発生頻度分布に使用する気象庁の震源データについて、 

データの改訂及び更新（2004年末までのデータ 

→2005年末までのデータ）を反映させる。 

地震動の評価 
・西南日本の異常震域に対応するため、距離減衰式の補正係数を

導入する。 
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表 5.5-3 2008 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点 

 

地震の分類 作成条件（2007 年版からの変更点） 

主要活断層帯 

・更新過程(BPT分布)を適用した地震発生確率の算定において、 

時間軸原点を「平成19年（2007年）1月1日」から 

「平成20年（2008年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

・平成19年12月末までに公表された「伊那谷断層帯の長期評価（一

部改訂）」(地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2007a)、

「警固断層帯の長期評価」(地震調査研究推進本部地震調査委

員会, 2007b)、「サロベツ断層帯の長期評価」(地震調査研究

推進本部地震調査委員会, 2007c)、「魚津断層帯の長期評価」

(地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2007d)、「山形盆地

断層帯の長期評価（一部改訂）」(地震調査研究推進本部地震

調査委員会, 2007e)を反映。 

海溝型地震 

・更新過程(BPT分布)または時間予測モデルを適用した地震発生

確率の算定において、時間軸原点を「平成19年（2007年） 

1月1日」から「平成20年（2008年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

震源断層をある程度

特定できる地震 

（主要活断層帯以外

の活断層に発生する

地震） 

・平成19年12月末までに公表された「伊那谷断層帯の長期評価（一

部改訂）」(地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2007a)、

「警固断層帯の長期評価」(地震調査研究推進本部地震調査委

員会, 2007b)、「サロベツ断層帯の長期評価」(地震調査研究

推進本部地震調査委員会, 2007c)、「魚津断層帯の長期評価」

(地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2007d)を反映させ、

新野断層、警固断層帯、サロベツ断層帯、黒菱山断層帯を削除。 

・「平成19年（2007年）能登半島地震」の断層モデルを新たに考

慮する。ただし、地震発生確率は30年、50年とも「ほぼ0%」と

する。 

震源断層をあらかじ

め特定しにくい地震 

・地震発生頻度分布に使用する気象庁の震源データについて、 

データの改訂及び更新（2005年末までのデータ 

→2006年末までのデータ）を反映させる。 

 

地震動の評価 

 

・変更なし 
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表 5.5-4 2009 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点 

 

地震の分類 作成条件（2008 年版からの変更点） 

主要活断層帯 

・更新過程(BPT分布)を適用した地震発生確率の算定において、 

時間軸原点を「平成20年（2008年）1月1日」から 

「平成21年（2009年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

・平成20年12月末までに公表された「会津盆地西縁・東縁断層帯

の長期評価（一部改訂）」（地震調査研究推進本部地震調査委

員会，2008a）、「花輪東断層帯の長期評価」（地震調査研究

推進本部地震調査委員会，2008b）、「砺波平野断層帯・呉羽

山断層帯の長期評価（一部改訂）」（地震調査研究推進本部地

震調査委員会，2008d）、「宇部沖断層群（周防灘断層群）の

長期評価」（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2008e）

を反映。 

・断層面とマグニチュードを強震動評価と整合するように修正。 

海溝型地震 

・更新過程(BPT分布)または時間予測モデルを適用した地震発生

確率の算定において、時間軸原点を「平成20年（2008年）1月1

日」から「平成21年（2009年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

・茨城県沖の海溝型地震のモデルを変更。 

震源断層をある程度

特定できる地震 

（主要活断層帯以外

の活断層に発生する

地震） 

・平成20年12月末までに追加で公表された「宇部沖断層群（周防

灘断層群）の長期評価」（地震調査研究推進本部地震調査委員

会，2008e）を反映させ、宇部東部断層－下郷断層、宇部南東

沖断層帯、姫島北西沖断層帯を追加。 

震源断層をあらかじ

め特定しにくい地震 

・地震発生頻度分布に使用する気象庁の震源データについて、 

データの改訂及び更新（2006年末までのデータ 

→2007年末までのデータ）を反映させる。 

・最大マグニチュードを一部変更。 

・フィリピン海プレートの周防灘周辺の領域区分を変更。 

地震動の評価 

・計算メッシュサイズの変更（約1km四方→約250m四方） 

・地盤増幅率の変更。 

・陸域ならびに沿岸域の浅い地震に対する距離減衰式のばらつき

と最大速度→計測震度換算式の変更。 

 

- 285 -



 

 

表 5.5-5 2010 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点 

 

地震の分類 作成条件（2009 年版からの変更点） 

主要活断層帯 

・更新過程(BPT分布)を適用した地震発生確率の算定において、 

時間軸原点を「平成21年（2009年）1月1日」から 

「平成22年（2010年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

・平成21年12月末までに公表された「安芸灘断層帯の長期評価」

(地震調査研究推進本部地震調査委員会，2009a）、「琵琶湖西

岸断層帯の長期評価（一部改訂）」(地震調査研究推進本部地

震調査委員会，2009b）、「神縄・国府津－松田断層帯の長期

評価（一部改訂）」(地震調査研究推進本部地震調査委員会，

2009c）、「六日町断層帯の長期評価」(地震調査研究推進本部

地震調査委員会，2009d）、「庄内平野東縁断層帯の長期評価

（一部改訂）」(地震調査研究推進本部地震調査委員会，2009e）、

「高田平野断層帯の長期評価」(地震調査研究推進本部地震調

査委員会，2009f）を反映。 

海溝型地震 

・更新過程(BPT分布)または時間予測モデルを適用した地震発生

確率の算定において、時間軸原点を「平成21年（2009年） 

1月1日」から「平成22年（2010年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

・茨城県沖の海溝型地震の長期評価の公表結果（一部改訂）を反

映させる。 

震源断層をある程度

特定できる地震 

（主要活断層帯以外

の活断層に発生する

地震） 

・平成21年12月末までに追加で公表された「六日町断層帯の長期

評価」(地震調査研究推進本部地震調査委員会，2009d）、「高

田平野断層帯の長期評価」(地震調査研究推進本部地震調査委

員会，2009f）を反映し、六日町断層帯、高田平野東縁断層帯、

高田平野西縁断層帯を削除。 

震源断層をあらかじ

め特定しにくい地震 

・地震発生頻度分布に使用する気象庁の震源データについて、 

データの改訂及び更新（2007年末までのデータ 

→2008年末までのデータ）を反映させる。 

・最大マグニチュードを一部変更（「高田平野断層帯の長期評価」

(地震調査研究推進本部地震調査委員会，2009f）に基づく変

更）。 

地震動の評価 ・変更なし 
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表 5.5-6 2011 年起点の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点 

 

地震の分類 作成条件（2010 年版からの変更点） 

主要活断層帯 

・更新過程(BPT分布)を適用した地震発生確率の算定において、 

時間軸原点を「平成22年（2010年）1月1日」から 

「平成23年（2011年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

・平成22年12月末までに公表された「富士川河口断層帯の長期評

価（一部改訂）」(地震調査研究推進本部地震調査委員会，

2010a）、「幌延断層帯の評価」(地震調査研究推進本部地震調

査委員会，2010b）、「石狩低地東縁断層帯の長期評価（一部

改訂）」(地震調査研究推進本部地震調査委員会，2010c）、「宮

古島断層帯の長期評価」(地震調査研究推進本部地震調査委員

会，2010d）、「十日町断層帯の長期評価（一部改訂）」(地震

調査研究推進本部地震調査委員会，2010e）を反映。 

海溝型地震 

・更新過程(BPT分布)または時間予測モデルを適用した地震発生

確率の算定において、時間軸原点を「平成22年（2010年） 

1月1日」から「平成23年（2011年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

震源断層をある程度

特定できる地震 

（主要活断層帯以外

の活断層に発生する

地震） 

・平成22年12月末までに追加で公表された「幌延断層帯の評価」

(地震調査研究推進本部地震調査委員会，2010b）、「石狩低地

東縁断層帯の長期評価（一部改訂）」(地震調査研究推進本部

地震調査委員会，2010c）、「宮古島断層帯の長期評価」(地震

調査研究推進本部地震調査委員会，2010d）を反映させ、幌延

断層帯、軽舞断層（石狩残部）、宮古島断層帯を削除。 

震源断層をあらかじ

め特定しにくい地震 

・地震発生頻度分布に使用する気象庁の震源データについて、 

データの改訂及び更新（2008年末までのデータ 

→2009年末までのデータ）を反映させる。 

 

地震動の評価 

 

・変更なし 
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表 5.5-7 2012 年起点の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点 

 

地震の分類 作成条件（2011 年起点よりの変更点） 

主要活断層帯 

・更新過程(BPT分布)を適用した地震発生確率の算定において、 

時間軸原点を「平成23年（2011年）1月1日」から 

「平成24年（2012年）1月1日」に変更。 

・ポアソン過程を仮定した地震発生確率は変更なし。 

・中央構造線断層帯和泉山脈南縁、中央構造線断層帯金剛山地東

縁、新庄盆地断層帯東部、新庄盆地断層帯西部について、平成

23年12月末までに公表された「中央構造線断層帯（金剛山地東

縁－伊予灘）の長期評価（一部改訂）」(地震調査研究推進本

部地震調査委員会，2011a）、「新庄盆地断層帯の長期評価（一

部改訂）」(地震調査研究推進本部地震調査委員会，2011d）、

を反映。 

海溝型地震 

・三陸沖から房総沖にかけての地震は、東北地方太平洋沖地震の

発生を受けて、平成23年11月25日に公表された「三陸沖から房

総沖にかけての地震活動の長期評価（第二版）」（地震調査研究

推進本部地震調査委員会，2011c）を反映させた。 

・更新過程(BPT分布)または時間予測モデルを適用した地震発生

確率の算定において、時間軸原点を「平成22年（2011年） 

1月1日」から「平成24年（2012年）1月1日」に変更。 

震源断層をある程度

特定できる地震 

（主要活断層帯以外

の活断層に発生する

地震） 

・平成23年12月末までに追加で公表された「新庄盆地断層帯の長

期評価（一部改訂）」(地震調査研究推進本部地震調査委員会，

2011d）を反映し、鮭川断層を削除。 

震源断層をあらかじ

め特定しにくい地震 

・東北地方太平洋沖地震の発生に伴う大規模な余震の発生可能性

に配慮して、三陸沖中部から房総沖の震源断層をあらかじめ特

定しにくい地震の最大マグニチュードを従来よりも大きく設

定した。 

地震動の評価 ・変更なし 
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表 5.5-8 2013 年起点の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点 

 

地震の分類 作成条件（2012 年起点よりの変更点） 

活断層の地震(*) 

（各モデル共通） 
・更新過程(BPT分布)を適用した地震発生確率の算定において、

時間軸原点を「2012年1月1日」から「2013年1月1日」に変更。 
・「九州地域の活断層の長期評価(第一版)」(地震調査研究推進

本部地震調査委員会, 2013b)を反映し、詳細な評価対象とする
活断層と、簡便な評価対象とする活断層を考慮。 

（検討モデル、参照モデル） 
・九州地域の詳細な評価対象とする活断層を対象に、複数単位区

間の連動を考慮。 
・主要活断層帯と九州地域の詳細な評価対象とする活断層におい

て「地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震」をモデル
化。 

海溝型地震 

（各モデル共通） 
・更新過程(BPT分布)または時間予測モデルを適用した地震発生

確率の算定において、時間軸原点を「2012年1月1日」から「2013
年1月1日」に変更。 

・「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」(地震調査研
究推進本部地震調査委員会, 2013d)を反映。 

（検討モデル、参照モデル） 
・相模トラフのプレート間地震をモデル化。 
・日本海東縁部の地震をポアソン過程で発生確率を評価。 
（参照モデル） 
・太平洋プレートの繰り返し発生する地震、および繰り返し以外

の地震を、震源断層をあらかじめ特定しにくい地震に統合。 

震源断層をあらかじ
め特定しにくい地震 

 

（従来モデル） 
・太平洋プレート内の震源断層をあらかじめ特定しにくい地震、

および南海トラフのプレート間・プレート内の震源断層をあら
かじめ特定しにくい地震の最大マグニチュードを変更。 

（検討モデル） 
・太平洋プレート、相模トラフ、フィリピン海プレートの震源断

層をあらかじめ特定しにくい地震の最大マグニチュードを変
更。 

（検討モデル、参照モデル） 
・相模トラフのプレート境界深さを変更。 
・南西諸島の領域で陸側プレートの地殻内とフィリピン海プレー

トに分離。 
（参照モデル） 
・千島海溝沿い、三陸沖から房総沖、伊豆半島から小笠原諸島、

南西諸島それぞれの大領域を統合し、G-R式でモデル化。 

地震動の評価 ・変更なし 

(*)九州地域評価では「詳細な評価対象」と「簡便な評価対象」の活断層が評価されており、

従来の「主要活断層帯」の括りだけでは分類できないため、「活断層の地震」という項目で

分類した。 
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表 5.5-9 2014 年起点の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点 

 

地震の分類 作成条件 

活断層の地震 

・更新過程(BPT 分布)を適用した地震発生確率の算定において、時間
軸原点を「2014 年 1 月 1日」に更新。 

・2013 年末までに公表された「森本・富樫断層帯の長期評価（一部
改訂）」（地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2013c）、「山崎断
層帯の長期評価（一部改訂）」(地震調査研究推進本部地震調査委員
会, 2013e)を反映。 

・主要活断層帯に対して「地表の証拠からは活動の痕跡を認めにく
い地震」を設定。 

・九州地域の活断層について複数区間の連動を考慮。 

海溝型地震 
 

  （長期評価 
  された地震） 

・更新過程(BPT 分布)または時間予測モデルを適用した地震発生確率
の算定において、時間軸原点を「2014 年 1月 1日」に更新。 

・「相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（第二版）」(地震調査研究
推進本部地震調査委員会, 2014b)を反映。 

・日本海東縁部の地震の発生確率を、長期評価による値(BPT 分布を
仮定して計算)と、ポアソン過程を仮定して計算した値の平均値に
設定。 

・一部の地震について、「震源断層をあらかじめ特定しにくい地震」
としてモデル化。 

震源断層を 
あらかじめ 

特定しにくい地震 

・陸域の浅い地震に関して「大領域の地域区分」を追加。 
・海溝軸より沖合で発生する太平洋プレートのプレート内地震 
（アウターライズ地震）を設定。 
・三陸沖～房総沖の海溝寄りの領域のプレート内地震を考慮 
・南関東の太平洋プレートの領域変更の反映。 
・南関東のフィリピン海プレートの領域変更の反映。 
 同領域のプレート内・プレート間地震の最大 Mの変更。 
 同領域の M7.1～7.3 のプレート内地震の震源断層形状の変更 
 （L=28.1kMw=32.1km の鉛直断層）。 
 同領域のプレート間地震とプレート内地震の比率の変更
（1:1→1:4）。 

・不確実さを考慮した最大マグニチュードの設定。 

地震動評価 

・新たな知見を基に見直しを行い、測地系を世界測地系に変更した
微地形区分とそれに基づく表層 30m の平均 S波速度（AVS30）を適
用。 

・三陸沖から房総沖の海溝寄りのプレート内地震（正断層型）にお
ける地震動予測式での扱いの変更（プレート間地震→プレート内
地震）。 
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